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概要：近年，第 6世代携帯電話網 (6G) の次世代ネットワークの重要な新たな要素として，Non Terrestrial

Network (非地上系ネットワーク，NTN) が注目されている．本稿では，複数の層からなる階層型 NTNと
その応用に関して検討する．まず，階層型 NTNの基本について述べる．その後 LEO衛星を用いた NTN

の通信容量を計算し，東京，北京等の都市や南シナ海上の船舶の具体的な人口密度に対する単位面積当た
りに必要な通信容量を求める．続いて，NTNのアプリケーションとして，XRも含めたマルチメディア通
信，土砂災害センシング，海洋上通信を検討する．

1. はじめに
近年，第 5世代ネットワーク (5G)を超える第 6世代ネッ

トワーク (6G) の重要な要素として Non-Terrestrial Net-

work (非地上系ネットワーク，NTN) が注目されている.

The 3rd Generation Partnership Project (3GPP) Release

16 [1]では，6Gに向けた NTNのベースネットワークアー
キテクチャが提起され，主に無線層の問題と関連する解決
法が提示されている. 今後もさらに多くの議論がなされる
と予測される．
階層型 NTNは，図 1に示すように，静止軌道 (Geosta-

tionary Earth Orbit，GEO)衛星，中軌道 (Medium Earth

Orbit，MEO)衛星，低軌道 (Low Earth Orbit，LEO)衛
星，そして，High Altitude Platform (HAP)，Unmanned

Aerial Vehicle (UAV) および User Equipment (UE)の６
層からなる非地上設備と地上設備で構成される [2] [3] ．
本研究では，階層型 NTNの衛星通信容量とアプリケー
ションに関して考察する．具体的には，まず LEO衛星容
量について Amazon，SpaceX等で示されている設定デー
タを用いて，実際の人口密度に基づいた LEO通信容量を
分析する．次に，NTNのアプリケーションとして，マル
チメディアデータ通信，土砂災害センシングおよび海洋上
通信について考察する．
本稿は以下のように構成されている．第 2節では，背景
を述べる．第 3節では，人口密度に基づいた LEO通信容
量の評価と分析を行う．第 4節では，マルチメディア，土
砂災害センシング，海洋上通信の 3点から NTNの応用に
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図 1: 階層型 NTN

ついて考察する．第 5節でまとめとする．

2. 背景
GEO衛星は，高度約 36000 kmの軌道上にある静止衛

星である．高度が高いため 3つの衛星で地球全体をカバー
できる．MEOや LEOに比べて衛星数が少ないため，コス
ト上の利点がある．また，古くから開発・運用されてきた
実績がある．一方で，片道約 120msecの伝搬遅延が生じる
欠点を有する．従って，5G以前では特に民生用の通信基
盤としては，あまり大きな要素ではなかった．しかし，今
後の NTNでは，MEO衛星や LEO衛星のオフロードの役
割を担う可能性がある．
MEO衛星は高度 2000～20000 kmで動作する．GEO衛
星に比べ，伝搬遅延が 7 msec～70 msecと小さい一方で，
地球全体をカバーするには GEOに比して多くの衛星が必
要である．数 10 msecの伝搬遅延は，オンボード処理や地
上局でのアプリケーション処理を考えた場合，6G通信の
要件を満たさない可能性がある．
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LEO衛星の高度は 300～1000 km であり，伝搬遅延は
1 msec～4 msecである．LEO衛星は，トランスペアレン
ト衛星と再生型衛星の 2つのカテゴリに分類できる．トラ
ンスペアレント衛星は，アナログ RFリピーターと同等の
機能であり，LEO衛星とゲートウエイ（例えば，他の LEO

衛星やMEO衛星）の間のリンク（フィーダーリンク）か
ら受信した信号を増幅し，LEO衛星とUEとの間のリンク
（サービスリンク）に送信する．これに対し，再生型衛星
は，受信した信号をオンボードで処理し，送信できる．オ
ンボードで高度な処理を行うことが可能である．6G NTN

では，高速大容量を実現する物理信号処理に加えて，後に
述べるように，モビリティサポートのために必要となる処
理も再生型衛星であれば比較的実現が容易と考えられる．
LEO衛星は，多数の衛星が必要となる．別の見方をすれ
ば，地上から多数の衛星が通信対象となりうるため，MIMO

(Multiple-in Multiple-Out)を適用し，マルチビームを生成
して多数のセルをサービスすることも可能である [4]．一
方，LEO衛星は地面に対して 7.6 km/s の速度で移動する
ため，ドップラーシフトの影響を無視することはできない．
また，数分ごとに LEO衛星を切り替える必要がある，
HAPは通常 20～50 kmの高さに配備される．使用され

る機材としては，飛行船や航空機が想定されている．HAP

は，カバーエリアが小さい．複数の HAPをマルチホップ
することにより，カバーエリアを大きくすることも可能で
はあるが，局所的なサービスに利用されることが多い．ま
た，NTNにおいては，UEと LEOの間のゲートウェイの
役割を果たしうる．また，HAPは，LEOセル間を結合す
るベントパイプを提供する可能性もある．
LEO衛星と UEとの直接通信*1 を考えた場合，LEO衛

星は常に移動しているため，UEはドメインを頻繁に変更
することとなる．従って，モビリティをサポートするため
の制御，MIP，DDNS等の処理が必要となる．これらの処
理の一部をゲートウエイの HAPで実行すれば，システム
の効率が向上する可能性がある．
UAVは高度 100～1000mであり，衛星や HAPに比較し
て低い遅延で大容量のリンクを提供できる可能性がある．
また，UEに比べれば，高いモビリティ自由度を持つ．一
方で，浮遊力のためのエネルギー供給方法，人間の生活空
間における安全性の確保，天候の影響，継続的なサービス
提供可能性等の課題がある．
いくつかの企業が，NTN構築を開始している．SpaceX

は，2015年 1月に 12000個の LEO衛星を打ち上げる Star-

linkプロジェクトを発表した．その後，2019年 10月 15日
に衛星数を 42,000に増やしている [5]．実際，2021年 3月
24日に Falcon 9 Block 5ロケットを用いて 60個のマイク

*1 UEがスマートフォンのような小型可搬端末の場合, 特にアップリ
ンクは技術的課題が多いと予想される．しかしながら，3GPP [1]
には，直接通信が可能であることを前提とした記述がある．

ロ衛星を打ち上げている [6]．2021年 5月 4日時点では，
1565個の衛星が打ち上げられている [7]. Amazonは，2019
年 4月に約 10000個の LEO衛星による Kuiper計画を発
表し，2020年 7月 30日に FCCから許可を得て，約 3000

個の打ち上げを計画している [8]．
HAPに関しては，ESA SPACE SOLUTIONSは，2019

年 2月 15日に HAPS4ESAプロジェクトを発表した．こ
のプロジェクトでは，HAPと衛星を組み合わせたサービス
の提供を目指している [9]．HAPS Mobile Incは，2017年
12月 21日にコアネットワークの構築とソーラー HAPに
注目した HAPS MOBILEプロジェクトを発表した [10]．
これらに対しGoogleは，loonプロジェクトを 2013年に開
始したが，2020年に終了している [11] [12].

以上の背景から，今後近いうちに，LEO や HAP を用
いた NTN が実現すると考えられる．本稿では，LEO と
HAPを考察対象とする．

3. LEO NTN容量の評価と分析
3.1 関連研究

[2]は，将来の衛星通信全体の見通しを示している．特
に，物理層からネットワーク層の問題と，これらの問題
を解決することが期待される技術として，Beamhopping，
Hierarchical Aerial Networks，Software-defined Radio が
提示されている．[13]は，LEO衛星のカバレッジエリア
を検討し，高度とカバレッジの関係を示している．本稿
の第３節以降の幾何学的定式化はこの論文の成果を用い
ている．[14]は，ドップラーシフトを考慮し，satellite to

satellite，ground to satellite，satellite to ground，ground

to ground，4つの論理リンクの構成を考察している．[15]

は，従来の pure Alohaなどのメディアアクセス方式を評
価し，NTN に適した方式として，contention resolution

diversity slotted ALOHA(CRDSA) を提案している．[16]

では，AmazonのKuiperの場合の LEO衛星の容量を検討
している．ただし，使用する衛星とビームの数が少ないた
め，現時点では修正する必要がある．[4]では，大容量伝
送を検討するシミュレーション手法が提案されている．特
に，ドップラーシフトとアドレスの切り替えに関して検討
がなされている．[17]は，SpaceXのスターリンクプロジェ
クトに関して詳細に述べている．例えば，衛星セルとビー
ムフットプリントの関係を定義している．

3.2 評価方法
LEO衛星は 300～1000 kmの低高度に配備されるため，

LEO衛星のカバレッジはGEO衛星やMEO衛星に比べて
非常に小さくなる． カバレッジと同様に，LEO衛星のセ
ルサイズやサービスエリアも GEO衛星やMEO衛星に比
べて非常に小さくなる．
図 2に衛星と地球の幾何学的関係を示す．各衛星は高度
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図 2: 衛星と地球の幾何学的関係

H (衛星と地球の間の距離) に配置される． UEの仰角 ϵ

は，UEが衛星にアクセス可能な最小角度を表す．図 2中
の黄色の楕円は衛星にアクセス可能な UEの領域である衛
星のカバレッジを表す． αは衛星側の衛星カバレッジの角
度である天底角度である．β は，地球の中心側の被覆角で
ある中心角である． 衛星と最も遠い UEとの間の距離は d

で示す．また，Re は地球の半径である．
変数間の関係は，次式のとおりとなる [13]．

ϵ+ α+ β =
π

2
(1)

d cos ϵ = (H +Re) sinβ (2)

d sinα = Re sinβ (3)

式 (2)と式 (3)より，ϵと αは次の関係にある．
cos ϵ

sinα
=

H +Re

Re
(4)

このとき，Re は定数であるため，ϵと H が与えられた場
合，β は次の式で得られる [16]．

β =
π

2
− ϵ− arcsin

(
Re

Re +H
cos ϵ

)
(5)

衛星のカバレッジを地球の球面であると考え，球面座標
を使用すると，以下の二重積分でカバレッジエリアを取得
できる．

S =

∫ 2π

0

∫ β

0

R2
e sinϕdϕdθ (6)

ここで，ϕは頂角，θは水平角である． 式 6は次のように
計算できる．

S = 2πR2
e(1− cosβ) (7)

各 LEO衛星が同じスペクトルを使用して地球上の固定
セルにサービスを提供すると仮定する．適切なセルサイ

ズを計算するには，ビームフットプリントを得る必要が
ある．ここで重要なパラメータは，HPBW (Half Power

Beam Width)である．HPBWは，ビームパワーの最大値
から −3 dB となる２点間のビーム角度幅と定義される．
HPBWの半分，すなわちHPBW/2は，衛星での角度 αと
して見ることができる．(1)，(4)，(7)を使用すると，ビー
ムフットプリント面積は次のように計算できる．

Sb = 2πR2
e(1− cosβb) (8)

ここで，βb は次の式で得られる．

βb =
π

2
− HPBW

2
− arccos

(
Re +H

Re
sin

HPBW

2

)
(9)

セルは，3dBのビームフットプリント内の六角形である
と定義する．次に，六角形とその外接円の関係からセルサ
イズを得ることができる．

Sc =
3
√
3

2π
Sb (10)

1つの衛星が MIMOを使用して多数のビームを生成で
きると考えると，衛星のサービスエリアは次のように計算
できる．

Ss = nSc (11)

ここで，nは衛星が生成するビームの数である． 一般
に，衛星サービスエリアは衛星カバレッジエリアより小さ
いである． したがって，UEが特定の緯度 λの位置からア
クセスできる衛星の数は次のように計算できる [16]．

Nvisible =
Nsat

π2 sin a

∫ q

p

√
β2 − (x− λ)2

1− ( sin x
sin a )

2
dx (12)

ここで，Nsat はすべての衛星の数である． aは軌道傾
斜角である．p = max(−a, λ− β); q = min(a, λ+ β)．
次に，衛星のサービングレシオは次の式で与えられる．

ρ =
NvisibleSs

S
(13)

サービングレシオは通常 ρ ∈ (0, 1)とする．(11)が示す
ように，サービングエリア Ssの値はビーム数 nの影響を受
ける． 3GPPによると，ビームの数は 19を超える可能性
がある [1]． 周波数再利用係数 (Frequency Reuse Factor，
FRF)が 1の場合，各ビームは周波数帯域全体を使用し，
ビーム数は 61である．FRFが 3の場合，各ビームは 3分
の 1の周波数帯域を使用し，ビーム数は 127になる可能性
がある． FRFは 3のとき，ビームカバレッジは FRF 1の
状況に比べて約 2倍であるが，各ビームの帯域幅のために
全体の容量は小さくなる．以降では，必要に応じてビーム
番号を 61として使用する．
そして，1つの LEO衛星ビームの容量は次のように書
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図 3: 検討対象地域の人口密度

表 1: NTNで要求される通信容量
City

Capacity Needed

(Mbps/km2)

Beijing (CN) 131.2

Shanghai (CN) 382.9

Xinjiang (CN) 1.5

Xizang (CN) 0.3

CN Average 14.6

Tokyo (JP) 616.8

Osaka (JP) 463.9

Fukushima (JP) 13.9

Hokkaido (JP) 6.8

JP Average 33.5

くことができる．

Cbeam = ηB (14)

ここで，ηはスペクトル効率，Bは帯域幅である． サー
ビングレシオを考慮すると，セルあたりの実際の容量は次
のようになる．

Ccell = ρCbeam (15)

以上より，単位面積あたりの容量は次の方法で計算で
きる．

C =
Ccell

Sc
(16)

3.3 要求される通信容量の検討
ここでは，図 3に示す中国と日本の人口密度から要求さ

れる通信容量を検討する．
全人口の 1%が同時に NTNを使用し，全員が 10 Mbps

を必要としていると仮定する．つまり，全員が 1 日あた
り最大 1080 MB のトラフィックを持っているとすると，
NTNに要求される通信容量は，表 1のように求められる．
次に，海上における通信要求についても検討した．自動

識別システム (AIS)の船舶追跡サイト [18]から，海上交
通に関する衛星追跡データを得ることができる．図 4は，
2020/8/20 の南シナ海のデータであり，280836 隻の船舶
が存在していたことが分かる．南シナ海の面積は 350万平

図 4: 南シナ海における 2020/8/20の AIS追跡 [18]

表 2: 南シナ海上で要求される通信容量
Assumption

(people/ship)

Population Density

(people/km2)

Capacity Needed

(Mbps/km2)

20 1.6 0.16

30 2.4 0.24

40 3.2 0.32

方キロメートルである．各船舶上で通信を要求する人口が
20/30/40であると仮定すると，要求される通信容量は表 2

となる．

3.4 通信容量の分析
ここでは，10,000個の衛星が高度 550 kmで 50◦ の傾斜

角を持つ多数の軌道に配備されていると仮定する．[17]に
よれば，仰角βは 35◦ と想定されている． 3.1で述べたよ
うに，各衛星は 61のビームを生成する．ここでは，ビー
ム毎の偏波数は 2と仮定する．すなわち，122本のビーム
を生成するのと同等であることを意味する．3GPP [1]の
資料から，LEO衛星は SバンドまたはKaバンドで通信で
きる．Sバンドの場合，ダウンリンクとアップリンクの両
方が 2 GHzを使用する．最大チャネル帯域幅は 30 MHz，
HPBWは 4.4◦ である．また，Kaバンドの場合は，ダウ
ンリンクは 20 GHz，アップリンクは 30 GHzを使用する．
最大チャネル帯域幅は 1 GHz，HPBWは 1.76◦である．地
球半径は 6378 kmと仮定する．
以上の設定でによれば，衛星のカバーエリアは約

1.4 × 106 km2 である．また，セルサイズは S バンドで
1160 km2，Kaバンドで 185 km2 である．一方，サービス
エリアは Sバンドで 141520 km2，Kaバンドで 22570 km2

となる．
3.1の (12)によれば，緯度 λのある位置から見える衛星
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図 5: 可視衛星の数

の数は，図 5に示すことができる．同図では，57◦Nまたは
57◦Sを超えると，サービスできる衛星が少なくなる．ま
た，57◦Nから 57◦Sの間では，可視衛星の数は 24から 76

である．これは，衛星カバレッジエリア全体を Sバンドで
提供でき，エリアの 36%～100%をKaバンドで提供できる
ことを意味する．

[16]によれば，LEO衛星のスペクトル効率は 0.5 bps/Hz

である．したがって，単一の LEO衛星ビームの容量は S

バンドで 15 Mbps，Kaバンドで 500 Mbpsである．実際
のサービスエリアを考慮すると，1 セルの容量は S バン
ドで 15 Mbps，Ka バンドで 180～500 Mbps である．こ
れは，S バンドで 0.013 Mbps/km2，Ka バンドで 1～2.7

Mbps/km2 である．
以上の分析からいくつかの結論が得られる．まず，Sバ
ンドで動作する LEO衛星は，0.13人/km2 の人口密度の
エリアにサービスを提供できることとなる．これは，ほと
んどの地域で通信要件を満たせないことを意味する．Ka

バンドの LEO NTNは，10～27人/km2の人口密度のエリ
アにサービスを提供できる，Xinjiang(CN)，Xizang(CN)，
南シナ海，三つのところで要求される通信容量を勘案する
と，Kaバンドの LEO衛星は，一部の農村地域または海上
でのサービスに利用できると考えられる．
以上より，Sバンドの LEO NTNは 0.13 人 /km2 のエ
リアに，Kaバンドの LEO NTNは 10～27 人 /km2 のエ
リアにサービスを提供できる．これは言い換えると，LEO

NTNは，人口密度の低い地上あるいは海上の地域で運用
可能であるが，LEOだけで 6G通信を提供することは困難
である．従って、例えば HAPや UAVを併用することが
一つの解法である．
高度 20kmで配備された HAPの場合，各 HAPが 185

km2 のセルをカバーする．この場合、ユーザーの仰角は約
70◦ である．また，[13]によると，HAPのスペクトル効率
は Kaバンドで 6 bps/Hzになる．これが実際に達成でき
れば，NTNにかなりの容量が提供されうる．

4. NTNアプリケーションに関する考察
4.1 アプリケーション例
NTNを活用したアプリケーションとしては，リアルタ

イムパフォーマンス，テレプレゼンス，リモートアンサン
ブル，遠隔医療，リモートコントロール, グローバル IoT

を必要とするオンラインゲームなどが考えられている．本
稿では，マルチメディア通信，土砂災害センシング，海洋
上通信の観点から考察する．

4.2 マルチメディア通信のためのNTN

撮影機器の小型化，低価格化にともなって高精細・多次元
の映像情報を利活用したVirtual Reality (VR)，Augmented

Reality (AR)，Multimedia Internet of Things (MIoT) [19]

などのサービスに対する需要が高まりつつある．このよう
なサービスを通して所望のユーザに低遅延かつ高品質に映
像情報を提供するための映像収集手法・映像配信手法が提
案されている．
映像情報を利活用するシステムは主に撮影部・配信部・

表示部から構成される．撮影部は撮影機器で撮影した映像
情報を有線あるいは無線を通じて配信部に送信する．配信
部では収集した映像情報を適宜処理するとともに，表示部
のユーザに対して有線あるいは無線を通して映像情報を配
信する．表示部は配信部から受信した映像を元にしてユー
ザが所望する映像を生成するとともに有線あるいは無線を
通じてディスプレイに表示する．
撮影部においては，360 度カメラ・LiDARカメラある

いは複数のカメラを有線で相互接続して得られた映像情報
を有線伝送する方法 [20]，あるいは無線を通して複数のカ
メラから映像を伝送する方法 [21, 22]が提案されている．
配信部においては，有線通信路あるいは無線通信路の状況
に応じて 2次元映像を配信する手法が広く提案 [23]され
ている．また，近年では 2 次元映像情報から 3 次元映像
情報であるボリューメトリック映像 (点群映像やメッシュ
映像)を生成する [24]とともに 3次元映像情報のまま有線
通信路あるいは無線通信路を介して配信する手法 [25, 26]

が提案されている．表示部においては，映像情報の高解像
度化・高次元化が進むにつれて映像情報のうち，その一部
のみを有線伝送あるいは無線伝送する手法 [27]が提案さ
れている．また，ゲーム画面などで利用される Computer

Graphics (CG)映像をワイヤレスディスプレイに無線伝送
する手法 [28]も提案されている．
本節では，撮影部・配信部・表示部に対して NTNを導

入することを考える．NTNを導入することで，撮影部に
おいては広域から情報を収集できること，配信部および表
示部においては広域に対する同時配信ができること，伝搬
遅延削減による映像伝送の低遅延化が期待できる．それぞ
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図 6: NTNを活用した大多数ユーザに対するボリューメト
リック配信

れの優位性から，映像情報を利活用するシステムにおいて
は次の効果が期待できる．
( 1 ) 大多数ユーザに対する映像情報の同時配信
( 2 ) 従来の有線通信・無線通信が利用困難な地点における

映像情報の収集および配信
( 3 ) 緊急性の高い映像情報の低遅延収集および配信
大多数ユーザに対する影像情報の同時配信としては，VR

ヘッドセットや ARディスプレイを保持するユーザらを対
象としたボリューメトリック映像の同時配信が挙げられる．
ボリューメトリック映像の同時配信はエンターテイメン
ト分野における VRコンテンツ・ARコンテンツのライブ
ビューイングや，教育分野における地域や国をまたいだ同
時講義などにつながると考えられる．図 6に，NTNを活
用した大多数ユーザに対するボリューメトリック映像の同
時配信の一例を示す．まず，撮影部から収集したボリュー
メトリック映像あるいは収集した 2次元映像情報を元にし
て生成したボリューメトリック映像を配信部のサーバが取
得する．サーバは 3次元情報を保ったまま圧縮するととも
に，所望するユーザの地点に応じて HAPSあるいは LEO

を用いてボリューメトリック映像をマルチキャスト配信す
る．ユーザはボリューメトリック映像を受信すると，ユー
ザが所望する角度の映像情報をボリューメトリック映像か
らレンダリングして自身の VRヘッドセットや ARディス
プレイ上に表示する．
従来の有線通信・無線通信が利用困難な地点における映

像情報の収集および配信としては，海中や山間部，砂漠で
得られた映像情報の収集などが挙げられる．例えば，海中
で得られた高精細映像やボリューメトリック映像を収集す
ることでエンターテイメント分野における水中VR体験や，
海底資源の探査や養殖場管理などにつながると考えられる．
また，山間部や砂漠に設置した定点カメラ映像を収集する
ことで遭難者の早期発見が可能になると考えられる．図 7

に，NTNを活用した水中の映像情報を収集する一例を示

図 7: NTNを活用した水中からの映像収集

図 8: NTNを活用した救急自動車からの低遅延映像収集

す．撮影部は，水中を走行する Autonomous Underwater

Vehicle (AUV)が具備する撮影機器あるいは定点に設置さ
れた撮影機器から得られた映像情報を音波あるいは光無線
を用いて海上のブイや船舶に送信する．水中から得られた
映像情報はHAPや LEOを介して船舶などから地上のユー
ザあるいは中央局に対してユニキャスト伝送あるいはマル
チキャスト伝送される．映像情報を受信した表示部はその
まま映像をディスプレイに表示する，あるいは，得られた
映像情報に対して画像認識技術を用いることで映像情報か
ら所望の情報を抽出することができる．
緊急性の高い映像情報の低遅延収集および配信として

は，救急処置時・救急搬送時や自然災害時における映像情
報の収集および配信などが挙げられる．例えば，救急搬送
中の患者の様子を撮影した映像情報を受入先医療機関に対
して低遅延伝送することで，医師の指示による適切な処置
あるいは医療機関への円滑な引き継ぎが可能になると考え
られる．また，自然災害発生時においては定点カメラの映
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像を低遅延に収集することで，迅速な避難指示が可能にな
ると考えられる．図 8に，一例として NTNを活用した救
急自動車からの映像収集を示す．救急自動車に搭載された
撮影機器は傷病者の様子や処置の様子を撮影した映像情報
を取得する．得られた映像情報は救急自動車が具備するア
ンテナを用いて HAPあるいは LEOを介して受入先医療
機関に対して直接伝送する．救急自動車とやり取りする医
師は受信した映像情報を自身が保持する端末上に表示する
とともに，遠隔から傷病者の様子に応じた適切な処置を指
示すること，あるいは，受入に向けた準備が可能になると
考えられる．
マルチメディア通信のための NTNでは，ユーザに対し

て低遅延かつ高品質な映像情報を伝送するために，HAP

や LEOにおける無線リソース制御や誤り訂正制御，経路
制御手法が重要となる．例えば，映像情報の伝送において
は伝送中に発生する誤りや損失が映像品質の著しい劣化を
及ぼすことが分かっている．映像情報の特性，伝送路特性
を考慮した不均一誤り訂正制御を設計することで映像伝送
の高品質化につながると考えられる．

4.3 土砂災害センシングのためのNTN

日本では各地で豪雨や長期的な降雨に伴った土砂災害が
発生している [29–31]．土砂災害被害軽減のための土砂災
害の前兆現象検知を目的として，加速度センサ [32, 33]や
カメラ [34]による土砂災害前兆現象検知センシングシス
テムが提案されている．山間地域では，有線通信網を構築
することは困難であることから，センシングした情報を無
線通信によって収集する必要がある．しかしながら，山間
地域は既存の携帯電話網のサービスエリアとなっていない
ことが多い．さらに山間部では峠などの遮蔽によって地上
間の安定的な無線通信を実現することは難しい [35]．そこ
で，上空の衛星を用いた NTNを活用する土砂災害前兆検
知センシング情報収集の実現を検討する．
土砂災害前兆現象検知センシングでは，2つの状況に対

応する必要がある．1つめは土砂災害の危険性がない通常
時，2つめは土砂災害の危険性が高まっている土砂災害危
険時である．それぞれの状況に応じて，センシングシステ
ムに求められる役割が異なる．通常時には，土砂災害前兆
現象検知センシングシステムで取得した情報を土砂災害
現象解析サーバに収集して，通常時の山間地域のセンサの
値・画像について解析を行う．土砂災害の危険性が近づい
ている前兆現象を解析によって捉えられるようにする．一
方，土砂災害危険時には，通常時の動作に加えて，土砂災
害の危険性の高い地域に住む住民に対して迅速に情報を提
供する必要がある．
図 9に，通常時の NTNの動作を示す．山に設置された

センサから HAPや LEOに対して，センシングした情報
を送信する．受信した HAPと LEOは受信したセンシン

!"#

$%&

!"#$%&'()*+,-./ !"#$012

3456789

図 9: 通常時: 土砂災害前兆現象検知のための NTN
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図 10: 土砂災害危険時: 土砂災害前兆現象検知のための
NTN

グ情報をサーバにリレーして伝送する．センサ端末の送信
電力は小さいことから，高度の低い HAPの役割が重要と
なる．また，このときセンサ情報は迅速に収集される必要
はなく，許容できる遅延は大きい．一方でサーバ付近は全
国から集められた情報が集中することで輻輳が発生すると
考えられる．センサ情報の許容できる遅延応じた経路制御
手法の検討する必要がある．
土砂災害危険時の NTNの動作を，図 10に示す．土砂
災害危険時には，被害を受ける可能性のある地域住民に対
して，山に設置したセンサからの情報を迅速に伝達する必
要がある．そこで山に設置されたセンサから HAPに送ら
れた情報は，迅速に地域の住宅等に対して転送される．ま
た，土砂災害の前兆現象検知の制度を向上するためには，
土砂災害現象解析サーバへの土砂災害時のセンサ情報の収
集することが必要である．さらに，サーバで解析したこと
で検知できた土砂災害の前兆を，迅速に地域住民に伝達す
る．この様に，通常時と異なり，土砂災害危険時には地域
住民に迅速に土砂災害の危険性を伝えるための情報伝送が
必要となる．
土砂災害前兆現象検知センシングのための NTNでは，
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図 11: VLEOと HAPによる海洋上通信

通常時および土砂災害危険時ともに土砂災害の危険性の
高い現場に近い HAPの役割が重要であると考えられる．
HAPを中心として，通常時と土砂災害危険時によって異
なる，宛先，経路および許容遅延に応じた動作可能なNTN

を設計する必要がある．このとき，土砂災害の危険時には
雨が降り続いているため，センサと HAPとの間の雨天時
の電波伝搬の特性も考慮する必要があると考えられる．

4.4 海洋上通信のためのNTN

自動運航船の実用化に向けた実証実験が各国で行われ
ていて，我が国では実用化に向けて国土交通省等が実証
事業を進めている [36]．自動運航船の機能でも特に遠隔
操船機能を実現するためには，海洋上の通信を実現する
必要がある．現在，海洋上向けの衛星通信の商業サービ
スとしてMarlink社の SEALINK PREMIUM [37]，66台
の高度約 800 kmの LEO衛星で構成された Iridium社の
OpenPort [38]などがある．しかしながら，既存の衛星通
信サービスでは，衛星の高度が高いため 1台の衛星のサー
ビスエリアに存在する船の台数が多くなって，遠隔操船機
能を実現に必要な通信容量を有していない．
また，海洋上の船舶の地位情報を把握するための手法と

して，AIS (船舶自動識別装置: Automatic Identification

System)がある．AISとは，一定以上の大きさの船舶に設
置が義務づけられている，船舶の識別，位置，進路，速
力，などを自動的に VHF帯電波で送受信するシステムで
ある [39]．現在でも，VHF帯電波の伝搬する範囲内の船舶
同士と陸上施設では受信した船舶の位置情報等を把握して
いる．海洋上の AISを受信するために，LEO衛星を用い
てAIS信号を受信する衛星AISが運用されている [40–42]．
しかしながら，大量の船舶からの信号を受信してしまう
ことから輻輳が発生することが問題となっている [41, 42]．
例えば，東シナ海から南シナ海にかけての大量の船舶が行
き来する海域では，輻輳に伴って衛星 AISの補足率が低
い [41]．

そこで，LEO の中でも高度の低い VLEO (Very Low

Earth Orbit) と HAP による海洋上通信と AIS の実現を
検討する．VLEOの高度は約 300 kmから約 700 kmと高
度が低いことから，海洋上通信の大容量化の実現および
AISの輻輳の問題の解決が期待される．図 11に，VLEO

と HAPによる海洋上通信の一例を示す．VLEOと HAP

が協調して船舶間や船舶と陸上間の通信を実現している．
海洋上では HAPを大量に飛行させることは困難であるこ
とから，地上に比べて HAPの台数が少なくなると考えら
れる．このことから，海洋上では地上とは異なり，VLEO

の役割が重要となる．
船舶が多く行き来する海域では，大容量かつ低遅延な海

洋上通信を実現しなければ，船舶の海難事故等のリスク
が高まる．船舶の密度に応じて，海洋上通信のアプリケー
ションを考慮した容量・遅延を保証するメディアアクセス
制御や VLEOリソース割当について今後検討する必要が
あると考えられる．

5. おわりに
本稿では，NTNの基礎的な背景について述べ，LEO衛

星を用いた NTNの通信路容量を実際の人口密度に基づい
て検討した．また，NTNを活用したアプリケーションに
ついても述べた．
LEO NTNに関しては，Sバンドの LEO NTNは 0.13

人 /km2のエリアに，Kaバンドの LEO NTNは 10～27 人
/km2 のエリアにサービスを提供できることが分かった．
つまり，LEO NTNは，人口密度の低い地上あるいは海上
の地域で運用可能であるが，LEOだけで 6G通信を提供す
ることは困難であり，HAPや UAVを併用することが一つ
の解法である．
また，NTNを活用したアプリケーションとしてマルチ
メディア通信，土砂災害センシング，海洋上通信を取り上
げた．マルチメディア通信においては誤りや損失に起因す
る映像品質の低下を抑制するために，HAPや LEOにおけ
る映像情報の特性および伝送路特性を考慮した誤り訂正制
御が重要となる．一方で，土砂災害の発生は局所的である
ため，土砂災害センシングにおいては HAPの役割が重要
となる．HAPと地上との通信における雨のまた，海洋上
通信においては，海洋上に HAPを展開することは困難で
あるため，VLEOを中心としたネットワークを構築する必
要がある．
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